
 

 

 

 

「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（以下「入契法」）」の改正

に伴い、本市では「労務費ダンピング調査」を試行することとなりました。 

それに伴い、本件は、落札候補者の入札価格が名古屋市低入札価格調査要領（17

財監第 69 号）第 2 条第 1 項で定める調査基準価格に満たない金額の場合（同要領第 

5 条の規定に基づき調査（以下「低入札価格調査」）を行う場合）に労務費ダンピン

グ調査を実施します。 

 

  

１ 調査内容 

  入契法第 13 条に基づき、本市において、落札候補者が提出した内訳に記載され

ている直接工事費（労務費だけでなく材料費等も含めた合計額）の金額が一定水

準（本市積算の直接工事費に 97％を乗じた金額）を下回っていないかの確認及び

当該労務費により入札した理由の確認を行います。 

    

２ 提出資料等 

  落札候補者となり低入札価格調査の対象となった場合は、別添の「低入札価格調

査票」及び添付資料をご提出ください。「低入札価格調査票」には労務費ダンピン

グ調査の調査内容である当該労務費により入札した理由を記載する欄があります

ので、低入札価格調査票の作成する際には当該理由を必ず記載してください。 

  なお、通常、低入札価格調査票等は資格確認申請書と併せてご提出いただきま

す。 

    

３ 調査結果について 

調査の結果、直接工事費の金額が一定水準を下回っており、当該労務費により入

札した合理的な理由がないと判断した場合には、国土交通省の建設Ｇメンに通報を

行うことがあります。  
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